
秋田県農林水産業の現状と課題 

農 林 水 産 部 

秋田県PRキャラクター 「んだッチ」 

令 和 元 年 ５ 月 



目  次 

○本県農業の地位 １ 

○農業生産 ２ 

○農家 ３ 

○認定農業者 ４ 

○担い手への農地集積 ５ 

○集落営農組織 ６ 

○農業法人 ７ 

○新規就農者 ８ 

○稲作 ９ 

○秋田のお米① １０ 

○秋田のお米② １１ 

○大豆 １２ 

○野菜① １３ 

○野菜② １４ 

○果樹 １５ 

○花き １６ 

○大規模園芸拠点の全県展開 １７ 

○特産作物 １８ 

○畜産（肉用牛） １９ 

○畜産（乳用牛） ２０ 

○畜産（養豚） ２１ 

○畜産（比内地鶏） ２２ 

○大規模畜産団地の整備地区一覧 ２３ 

○秋田の畜産物① ２４ 

○秋田の畜産物② ２５ 

○農林水産業の６次産業化 ２６ 

○県産農産物の流通と消費動向 ２７ 

○県産農産物の輸出状況 ２８ 

○制度資金の融資動向 ２９ 

○農業共済 ３０ 



目  次 

○農地 ３１ 

○農業水利施設 ３２ 

○農業の有する多面的機能の発揮① ３３ 

○農業の有する多面的機能の発揮② ３４ 

○漁業生産とつくり育てる漁業 ３５ 

○漁業就業者・担い手 ３６ 

○漁港・漁場の整備 ３７ 

○森林の現状 ３８ 

○林業の現状 ３９ 

○林内路網と林業機械 ４０ 

○木材産業の現状 ４１ 

○木材活用の取組 ４２ 

○森林の保全対策 ４３ 

○試験研究機関 ４４ 



本 県 農 業 の 地 位 

経済・雇用に占める農業の割合 

■県内総生産に占める農業の割合（H27）    

 ・全  国   ０．７％ 

 ・秋 田 県  ２．０％ [全国８位] 

■就業者に占める農業の割合（H27） 

 ・全  国  ３．４％  

 ・秋 田 県  ９．０％ [全国５位] 

  ＜10％以上の市町村（H27）＞ 

   18市町村（以下の市町以外） 

   秋田市、潟上市、大館市、小坂町、 

   能代市、にかほ市、北秋田市     

     

 

      

○ 県内総生産に占める農業の割合が全国８位、就業者全体に占める農業就業者の割合  
 が全国５位と高く、農業が基幹産業となっている。 
○ 農業産出額に占める米の割合が過半を占め、全国４位と高い。   

農業における米の割合 

■農業産出額に占める米の割合（H29） 

 ・全  国 １８．７％ 

  ・秋 田 県 ５６．２％ [全国４位] 

■耕地面積に占める水田の割合（H30） 

 ・全  国 ５４．４％ 

 ・秋 田 県 ８７．５％ [全国６位] 

   ※耕地面積の大きさも全国６位 

一般世帯に占める農家の割合 

 ・全  国  ４．０％（H27） 

 ・秋 田 県 １２．６％ [全国５位] 

 
１ 

食料自給率 

■カロリーベース（H28 概算値） 
 ・全  国   ３８％ 
  ・秋 田 県  １９２％ [全国１位]   

■生産額ベース（H28 概算値） 
 ・全  国   ６７％ 
 ・秋 田 県  １３３％ [全国１１位]                              



農業生産 

○ 平成29年の農業産出額は1,792億円で、前年に比べ47億円増加。 
○ 他県に比べ、米の割合が高いが、近年は野菜や畜産等の生産が拡大し、米以外の 
 戦略作物の産出額合計（Ｈ28：801億円、Ｈ29：785億円）は直近20年間で最大の水準。 

            農業産出額の推移          戦略作目の産出額の推移 
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農  家 

○ 販売農家は減少傾向で、平成22年から27年の５年間で約9,500戸の減。 
○ 農業就業者の約６割が65歳以上と高齢化が進行。 
○ 兼業農家等からの利用権設定や作業受託が進み、大規模層は増加傾向。   

             総農家数の推移 経営規模別農家数の推移と面積シェア 
（農業センサス） （農業センサス） 

◇ 総農家数   ４９，０４８戸（全国２０位） 
 
◇ 販売農家数  ３７，８１０戸（全国１１位） 

◇ 販売農家１戸当たり経営耕地面積 ２．７９ha（全国 ２位） 

◇ ５ha以上の販売農家割合     １２．８％（全国 ３位） 

◇ ５ha以上の経営耕地面積割合   ４７．２％（全国 ２位） 
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認定農業者 

○ 地域の担い手である認定農業者は、平成26年度以降、10,000人台で推移し、 
 平成30年度は10,121経営体を確保。         
○ 認定農業者不在集落は、2,542集落のうち２割程度で推移。 

認定農業者数の推移 認定農業者不在集落の推移 

４ 

＜ ※ 認定農業者 ＞ 

◇農業経営基盤強化促進法に基づき、農業経営改善計画を作成し、市町村の農業経営改善基本構想に照ら 
 し適切であるものとして市町村よりその計画の認定を受けた農業者。他産業並みの所得や労働時間をめ 
 ざして作成する農業経営改善計画の実現にあたって、税制や金融、補助事業等の支援措置がある。 



担い手への農地集積 

○ 担い手への農地集積率は、農地中間管理事業などの農地流動化施策の推進によ  
 り、年々向上。 
○ 秋田県は、全国平均と比べて19ポイント程度上回っており、平成29年度には 
 74.1％まで向上。   

担い手への農地集積率の推移 

５ 

＜ 担い手の農地集積面積 ＞ 

◇認定農業者、市町村基本構想の水準到達者、特定農業団体、集落内の営農を一括管理・運営している集落営農等が、所有権、 

 利用権、作業委託（基幹３作業）により経営する面積。 



集落営農組織 

○ 集落営農組織数(農業法人含む)は、全国トップクラスの690組織。 
○ 集落営農組織(※)のうち、302組織が農業法人として活動。 

集落営農組織数の年次推移 

６ 

地域振興局別集落営農組織数 

＜ ※ 集落営農組織 ＞ 

◇「集落」を単位とし、農業生産過程の一部又は全部について、共同化・統一化に関する合意の下に実施 
される営農をいう。 



農業法人 

○ 経営の法人化が年々進展し、農業法人数は722まで増加。 
○ 形態別では、農事組合法人が半数以上を占め、作目等の業種別（事業第一部門） 
 では、稲作が最も多い。 

            農業法人数の推移 農業法人の内訳 （H30） 

７ 



新規就農者 

○ 新規就農者数は、近年、増加傾向で推移しており、平成29年度は221人で、５年連続 
 で200人以上を確保。比率は新規学卒：Ｕターン：新規参入＝１：５：４。 
○ 年齢別では45歳未満が84パーセントを占め、就農形態別では、雇用就農が前年度に 
 比べ34人増加し、農の雇用事業が始まった平成20年度に次ぐ113人。 

            新規就農者数の推移 新規就農者の内訳 （H29） 

８ 



稲  作 
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注）H30は平成31年2月22日現在のデータを採用 

○ 販売を起点とした戦略的な米づくりのための指針として、平成29年度に「秋田米 
 生産・販売戦略」を策定。 
○ 早生から晩生までの多彩な品種ラインアップに加え、県産米のフラッグシップと   
 なる極良食味品種（秋系８２１）の令和４年度の市場デビューを目指す。 



１０ 

うるち米 

品種名 早中晩 特     徴 
奨励品種
採用年 

H30作付
面積(ha) 

主な産地 主な用途 

あきたこまち 早生晩 ○ 粘りが強く、炊飯光沢がある極良食味品種として、県のエース品種である。 S59 57,000 全県 
主食用 
備蓄・加工米 
新規需要米 

ササニシキ 中生晩 ○ 粘りの少ない品種で寿司などの特定需要向けが主体。 S46 220 由利地域 主食用 

ひとめぼれ 中生晩 ○ あきたこまち並みの良食味品種。主に由利地域で栽培されている。 H8 6,400 由利地域 
主食用 
備蓄・加工米 
新規需要米 

淡雪こまち 早生早 
○ 低アミロース品種で、食感はうるち米ともち米の中間的特徴をもち、 
 あきたこまち  に比べ粘りが強く柔らかく、玄米食用としても利用されて 
 いる。主に鹿角地域で栽培されている。 

H19 
(認定品種) 

200 鹿角地域 主食用 

秋のきらめき 早生早 
○ 平成24年度に奨励品種に採用され、平成27年に本格作付。 
 冷害に極めて強い早生品種で、いもち病にも強い。収量・品質ともに 
 あきたこまち並の極良食味品種である。 

H24 50 
鹿角地域 
仙北地域 

主食用 

めんこいな 中生晩 
○ 良質で安定した多収品種であり、粘りが少ない。あっさりしたササニシキ 
 タイプの良食味である。 

H11 6,600 全県 
主食用 
備蓄・加工米
新規需要米 

ゆめおばこ 中生晩 
○ ひとめぼれ並の中生品種であり、あきたこまち・ひとめぼれ並の良食味 
 でやや柔らかく、ふっくらとした食感である。収量は安定して多収である。 

H20 2,800 県南 
主食用 
備蓄・加工米 
新規需要米 

つぶぞろい 晩 生 
○ 平成24年度に奨励品種に採用され、平成27年に本格作付。 
 ひとめぼれより遅い晩生品種で、収量はあきたこまちより高い。 
 粒が大きく、あきたこまち並の極良食味品種である。 

H24 260 由利地域 主食用 

ぎんさん 中生晩 
○ あきたこまちより玄米粗タンパク質含有率や、白米の乳酸可溶性タン 
 パク質が低く、多収穫の加工用米（醸造用原料米）として適する。 
 種子生産は平成26年から４者へ許諾している（平成29年からは２者）。 

－ 187 
中央・ 
県南地域 

主食用 
加工用（醸造
用） 

※ 品種名の      は県オリジナル品種 

秋田の米① 



１１ 

品種名 早中晩 特     徴 
奨励品種
採用年 

H30作付
面積(ha) 

主な産地 主な用途 

秋田酒こまち 中生 
○ 山田錦並みの醸造特性を持ち、県内のほとんどの蔵元が原料米として使用して  
 いる、本県のオリジナル品種である。 

H15 435 
中央・ 
県南地域 

醸造用 

美山錦 中生 ○ 秋田酒こまちに次ぐ栽培面積の品種である。 S55 339 湯沢市 醸造用 

 
一穂積 

早生晩 
○ 五百万石（淡麗タイプ）に似た醸造特性を持ち、平成29年度に品種登録申請さ 
 れた本県オリジナル新品種である。 

－ 2 － 醸造用 

百田 中生 
○ 山田錦（芳醇タイプ）に似た醸造特性を持ち、平成30年度に品種登録申請され  
 た本県オリジナル新品種である。 

－ 2 － 醸造用 

品種名 早中晩 特     徴 
奨励品種
採用年 

H30作付
面積(ha) 

主な産地 主な用途 

たつこもち 早生早 ○ 極高冷地を除く県内全域で栽培できるモチの品種で、餅質は良好である。 H4 2,600 県中央部 
餅加工 
加工用米 

きぬのはだ 中生晩 
○ 倒伏に強く、安定して収量を確保できるモチの品種で、こしは、たつこもちより 
 強い。 

H4 1,600 県中央部 
餅加工 
加工用米 

秋田６３号 晩生 
○ 飼料用米や米粉用米等の新規需要米として活用されている品種で、大粒で多 
 収（788kg/10a）が特長の品種である。 

H23 950 全県 
新規需要
米 

酒造好適米 

もち米・多収品種 

秋田の米② 



大  豆 

○ 作付面積は、北海道、宮城県に次ぐ全国３位（H30）。 
○ 水田作主体のため、湿害等により収量と品質の確保が課題。 
○ 収量及び品質対策として「大豆300Ａ技術」を推進。 

１２ 小畦立て栽培 

小畦立て栽培 
 小さな畦（約10cm） 
 を立てながら播種す 
 る技術。生育初期の 
 湿害回避に効果があ 
 る。 

大豆300Ａ技術 
 単収300kg/10a ＋ 高品質(Ａクラス＝１，２等級)  
 な大豆を生産する技術 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29
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１等 ２等 ３等 規格外 

等級検査の推移（秋田県） 

42.0 47.6 
0.6 9.8 

10a当たり収量(kg) 収穫量(t) 
作付面積(ha) 

作付面積と収穫量、10a当たり収量の推移 



野  菜  ① 

○ 野菜産出額(H29)：279億円(県産出額の15.6％)、全国26位、東北4位 
○ ＪＡ系統販売額(H29)は99.97億円で、品目別では、ねぎが22.2億円で22％を 
 占め、次いですいかが13.5億円で14％、えだまめが12.5億円で12％、きゅうりが 
 10.3億円で10％。      

品目別ＪＡ系統販売額(H29) 

１３ 

1億円産地（H29） 
（11品目 延べ27ＪＡのうち、上位６品目） 

 

【えだまめ】 

 秋田おばこ、あきた北、秋田ふるさと、 

 こまち、あきた湖東 

【ねぎ】 

 あきた白神、秋田やまもと、こまち 

【アスパラガス】 

 秋田おばこ、秋田しんせい、秋田ふるさと 

【トマト】 

 こまち、秋田おばこ、秋田ふるさと、かづの
【きゅうり】 

 かづの、こまち、秋田ふるさと 

【すいか】 

 秋田ふるさと、うご、こまち 
 

 

  

ＪＡ系統販売額 
（全農青果物生産販

売計画書） 
9,997 百万円 

ね ぎ  

2,218（22%） 

すいか  

 1,347（14％） 

えだまめ  

 1,246（ 12%） きゅうり） 

  1,026（ 10%） 

トマト 

 847（9%） 

ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ 

 744（7%） 

ﾐﾆﾄﾏﾄ 

 279（3%） 

メロン 

237（2%） 

その他 

2,054（21%） 



《特徴的な動き》 
１「えだまめ日本一」は、7-10月では達成。栽培面積は過去最高の922ha！ 
  オール秋田体制で京浜中央市場(京浜地区の東京都、横浜市、川崎市の３中央卸市場）への 
 年間出荷量「日本一」を目指した取組は、年間では２位であったものの、7-10月では１位。 
 豪雨災害等により出荷量は伸び悩んだが、栽培面積は前年より１割以上拡大し838ha。  
 

１４ 

 JA系統販売額の推移 

えだまめ 941 1,073 1,319 1,342 1,246 132

ね　　　ぎ 1,408 1,538 1,793 2,192 2,218 157

アスパラガス 868 862 914 886 744 86

トマト 858 799 941 941 847 99

きゅうり 1,134 1,277 1,267 1,133 1,026 91

すいか 1,436 1,398 1,781 1,762 1,347 94

主要戦略野菜6品目　計 6,645 6,947 8,015 8,256 7,427 112

野菜　計 9,605 9,563 10,991 11,156 9,997 104

H29 
伸び率

（H29/H25 ）

（単位:百万円，%）

品　目 H25 H26 H27 H28

野  菜  ② 

３ 野菜の系統販売額は100億円を突破 
  野菜と果実的野菜の系統販売額が100億円まであと３百万円に迫る。 
  ６月からの低温や夏にかけての豪雨災害等により、春夏野菜の出荷が減少したが、各品目とも総じて高値で推移 
 したことから、販売額は前年比101％を確保。全体の74％を占めるえだまめ、ねぎなど主要６品目が野菜を牽引。 

２ 県産ねぎの系統販売額が３年連続で過去最高を更新し、23億円を突破！ 
  オール秋田品目として、県内に産地が拡大するねぎは、ＪＡあきた白神の14億円を筆頭に、 
 全県の系統販売額が22億円に達し、平成28年度に続き2年連続で20億円突破。 



果  樹 

○ 果樹産出額(H29)：69億円(県産出額の3.9％)、全国32位、東北５位 
○ 作付面積は、りんごが全体の約５割で、りんご、日本なし、ぶどうで全体の約７割。 
○ りんご「秋田紅あかり」や、なし「秋泉」等の県オリジナル品種を育成し、産地化を 
 推進。 

１５ 

【主要な品目】 
○ りんご〔９月上旬～３月下旬〕 
 ■作付面積（H30年産）：1,370ha（全国5位） 

 ■主産地：横手市、鹿角市、湯沢市 

 ■品 種：ふじ、つがる、秋田紅あかり、秋田紅ほっぺ 

○ なし 
・日本なし〔８月下旬～10月下旬〕 
 ■作付面積（H30年産）：187ha（全国17位） 

 ■主産地：男鹿市、潟上市、大館市 
 ■品 種：幸水、豊水、秋泉 

・西洋なし〔８月下旬～12月下旬〕 
 ■主産地：横手市 

 ■品 種：ラ・フランス、バートレット 

○ ぶどう〔８月下旬～10月下旬〕 
 ■作付面積（H30年産）：203ha（全国18位） 

 ■主産地：横手市、湯沢市  
 ■品 種：中粒種（キャンベル・アーリー、スチューベン等） 
      大粒種（巨峰、シャインマスカット等） 

○ おうとう〔６月中旬～７月中旬〕 
 ■作付面積（H28 年産）：93ha（全国７位） 

 ■主産地：湯沢市、横手市 

 ■品 種：佐藤錦、紅秀峰 

○ もも〔７月下旬～９月中旬〕 

 ■作付面積（H28年産）：116ha（全国11位） 

 ■主産地：鹿角市、横手市 

 ■品 種：川中島白桃、あかつき 

《特徴的な動き》  
○ 「秋田紅あかり」や「秋泉」など県オリジナル品種の生産拡大 
 

 
 
   
 
 
 
 
 
 
○ 市場性の高い種無し大粒ぶどう「シャインマスカット」や、 

 加工特性が高いブルーベリー、いちじくなどの産地化が進展。    
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○ 花き産出額(H29)：30億円(県産出額の1.7％)、全国31位、東北４位 
○ H30系統販売額は22億円。キク類、リンドウ、トルコギキョウ、ダリア、ユリ類 
 の重点５品目が全体の86％を占める。 
○ 夏場の冷涼な気候と水田を活用できるリンドウとダリアの生産が拡大中。 

【キク類：輪ギク･小ギク･スプレーギク】 
 〔6月～12月〕 

 ■主産地：三種町、男鹿市、潟上市 
      由利本荘市、大仙市、横手市 

【リンドウ】〔6月～10月〕 
 ■主産地：藤里町、由利本荘市、大仙市 
      仙北市、東成瀬村 
 
【トルコギキョウ】〔6月～11月〕 
 ■主産地：鹿角市、由利本荘市、大仙市 
      横手市、羽後町 

【ダリア】〔6月～12月〕 
 ■主産地：北秋田市、秋田市、由利本荘市   
      大仙市、仙北市、横手市 
 

花きの品目別ＪＡ系統販売額割合 (H30年度 JA全農あきた実績) 

 リ ン ド ウ 

 ダ リ ア 

 栽培面積の増加により販売額が飛躍的に拡大（全国第2位）  

県オリジナル種「ＮＡＭＡＨＡＧＥダリア」シリーズの育成により 
生産が拡大 

 リ ン ド ウ 

ＮＡＭＡＨＡＧＥチーク 

《特徴的な動き》 

１６ 

花  き 
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＜園芸メガ団地＞ 

No. 団地名（品目） 
整備 
開始 

整備 
完了 

能代市轟(ねぎ) H26 H28 

男鹿・潟上（キク類） H26 H28 

大仙市中仙中央（トマト） H26 H27 

秋田市雄和(ダリア、ねぎ他) H27 H27 

にかほ市中三地(キク類) H27 H27 

由利本荘市鳥海平根 
(小ギク、リンドウ他) 

H27 H29 

横手市十文字 
(きゅうり、ほうれんそう他) 

H27 H27 

大館市長木(えだまめ) H28 H29 

大館市上川沿(えだまめ) H28 H29 

仙北(ぶどう) H28 H29 

北秋田市下杉 
(きゅうり、ほうれんそう他) 

H29 H29 

北秋田市鷹巣(えだまめ) H29 H31 

男鹿市五里合(ねぎ) H29 H31 

湯沢市湯沢・稲川・雄勝 
(ねぎ、小ギク) 

H29 H30 

羽後町新成 
(トルコギキョウ、ストック他) 

H29 H30 

能代市河戸川(ねぎ) H29 H30 

能代市久喜沢(ねぎ) H29 H29 

横手市黒川 
(トマト、菌床しいたけ) 

H29 H29 

横手市館合 
(ほうれんそう、すいか) 

H29 H29 

北秋田市米内沢 
(にんにく、だいこん) 

H30 H31 

大館市大館 
(にんにく、アスパラガス) 

H30 H31 

湯沢市北部・羽後町三輪 
(トマト、トルコギキョウ他) 

H30 H31 

No. 団地名 
整備 
開始 

整備 
完了 

横手市十五野 H29 H31 

八峰町峰浜 H30 H31 

由利本荘市大内 H30 H32 

大仙市内小友・美郷町畑屋 H30 H31 

横手市醍醐 H30 H30 

横手市浅舞 H30 H31 

横手市大雄 H30 H30 

八峰町石川 H31 H32 

横手市吉田 H31 H32 

横手市十五野南 H31 H32 

No. 団地名（品目） 
整備 
開始 

整備 
完了 

能代市檜山(ねぎ) H30 H30 

能代市荷八田(ねぎ) H30 H31 

能代市二ツ井(ねぎ) H30 H31 

秋田市相川(えだまめ、ねぎ) H30 H31 

鹿角市末広(ねぎ) H31 H31 

北秋田市綴子(にんにく) H31 H32 

秋田市上北手 
(ダリア、えだまめ他) 

H31 H32 

にかほ市畑 
(半促成アスパラガス他) 

H31 H32 

横手市和村(きゅうり) H31 H32 
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22 

 H26～30年度着手地区 

 H31年度着手予定地区 

整備 
完了 

継続 新規 小計 
今後の 
見込み 

合計 

園芸メガ団地 １８ ８ ５ ３１ ９ ４０ 

しいたけ団地 ２ ５ ３ １０ ０ １０ 

計 ２０ １３ ８ ４１ ９ ５０ 

１７ 

大規模園芸団地の全県展開 

○ 園芸メガ団地としいたけ団地を計33団地整備。今後50団地を目指して整備を推進。 



○ 秋～冬にかけての需要期の出荷が中心となっており、 

 冬期農業の中心的品目に成長。 

○ 夏に収穫できる技術の確立により、周年出荷を実現。 

○ 平成29年の菌床しいたけの生産量は全国第４位。 

 

 ■主産地：横手市、八峰町、仙北市 
 
 
 ■出荷額：43億7千万円（H29) 

    

生しいたけ 

１８ 

○ 中山間地域の主要作物として、JTとの契約栽培により  

 安定的に所得が確保できる品目。 

○ 後継者不足と生産者の高齢化等により、販売数量が 

 減少。 

 

 ■主産地：鹿角市、男鹿市など 
      県内全域 
  
 ■出荷額： 9億5千万円（H30） 

葉たばこ 

ホップ 

○ 転作作物として栽培が拡大したが、生産者の高齢化、 

 後継者不足により栽培面積は減少しており、1道4県のみ 

 で栽培。 

○ 県産ホップは、すべてキリンビールとの契約栽培。 

 

 ■主産地：横手市、大館市 

 

 ■出荷額：1億2千万円(H30) 

 

そ ば 

○ 転作面積の拡大と健康志向の高まりを受け、作付が 

 増加。 

○ 道の駅や直売所等で販売されているほか、レストラン  

 等での提供が増加。 

 

 ■主産地：県内全域 

  

 ■作付面積：3,610ha（H30） 
    

特産作物 
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飼養頭数 一戸当たり飼養頭数 

３ ｢秋田牛」の輸出が拡大 
 ・28年２月にタイへ初輸出。毎年、知事

がバンコクでトップセールスを実施し
秋田牛をＰＲ。 

 ・29年11月、台湾輸出もスタート。台湾
をタイと並ぶ２大輸出先に位置づけ。 

 ・30年度の輸出量は約4.8t。 

○ 肉用牛産出額(H29)：59億円（全国29位、東北6位） 
○ 飼養戸数、飼養頭数は減少傾向にあるが、一戸当たりの飼養頭数は増加傾向。 
○ 飼養頭数が繁殖経営で100頭、肥育経営で200頭を超える大規模農場が牽引。 
○ 子牛価格が高止まりしており、30年度平均価格は772千円/頭(前年比21千円減)。 

２ ｢秋田牛」の販売促進対策 
 ・新たな需要を掘り起こすため、「首都

圏ブランドサポーター」を配置するな
ど、販売促進活動を積極的に展開。 

 ・買える店197店、食べられる店113店、
計310店舗を登録。 

《特徴的な動き》 

タイでの秋田牛ＰＲ 

肉用牛の飼養頭数と一戸当たり飼養頭数の推移 

１ 大規模肉用団地の整備が加速化 
 ・秋田仙北夢牧場に続いて、(株)寿牧場  
  （秋田市）の600頭規模の肥育牛舎が  
  完成した他、29年度以降６経営体で牛 
  舎を設備。 
 ・今年度も１経営体で大規模な牛舎整備 
  が予定。 

秋田牛プリントトラック 

(株)寿牧場 

１９ 

子牛価格の推移 

畜産(肉用牛) 
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○ 乳用牛産出額(H29)：35億円（全国35位、東北6位） 
○ 飼養戸数および飼養頭数が減少し、これに伴い生乳生産量も減少傾向で推移。 
○ 一戸当たりの飼養頭数は増加傾向にあり、飼養頭数が100頭を超える大規模農場 
 が本県酪農を牽引。 

生乳生産量の推移 

《特徴的な動き》 乳用牛の飼養頭数と一戸当たり飼養頭数の推移 

２ 規模拡大の進展 
・27年度に美郷町で100頭牛舎が整備され、規模拡大へ

の動きが活発化。 
・31年度も２経営体で大規模な牛舎整備を予定。 
・農業夢プラン応援事業により高能力牛が導入され、

１頭当たりの生産量が増加傾向。 

１ 省力化を図る動き 
・酪農経営体生産性向上緊急対策事業（楽酪事業）を

活用し、５戸の酪農家が省力化関連の機械整備を行
い、労働負担の軽減対策が進展。 

２０ 

天井に張りめぐらされた 
搾乳ユニット搬送レール 

収納室で待機中の 
ミルカー自動離脱装置 

畜産(乳用牛) 
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○ 養豚の産出額(H29)は188億円。畜産産出額の約1/2を占める重要な品目 
 （全国12位、東北３位）。 
○ 飼養戸数は減少しているものの、企業養豚における規模拡大が進み、飼養頭数は 
 増加傾向。 
○ ６次産業化の取組、飼料用米給与による付加価値の創出等の動きも顕著。  

畜産産出額に占める養豚の推移 

１ 企業による大規模化の進展 
 ・上位10社に母豚の約半数が集中 
   10社で14千頭（県全体25千頭）  
 ・ポークランドグループ（県内最大） 
   出荷頭数：約140千頭（全県560千頭） 

《特徴的な動き》 養豚の飼養戸数と頭数の推移 

２ ６次産業化や高付加価値化の動き 
 ・(農)八幡平養豚組合では、29年3月から

「八幡平ポーク」の熟成肉を製造販
売。肉の乾きを抑え、赤身の鮮度を保
つ低温冷蔵技術を採用。45日間以上熟
成させ、柔らかさが増した、風味の良
い熟成肉に仕上げている。 

 ・ポークランドグループでは、県内スー
パーなどと提携して飼料用米を使った
「米っこ桃豚」を販売し、地元での消
費を拡大。 
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単位：件 

２ 販路開拓・販売促進の強化 
 ・県東京事務所に比内地鶏の販路開拓 
  員を配置し、県内の流通事業者との 
  連携の下、首都圏における販路開拓 
  を推進。 
 ・首都圏での料理教室の開催と量販店 
  でのキャンペーンを連携させる比内 
  地鶏の消費拡大プロモーションを実 
  施。 

畜産（比内地鶏） 

○ 全国各地の地鶏等の台頭により、生産羽数が平成28年に510羽まで減少。 
○ 緊急的な販路拡大対策等の取組により、30年の生産羽数は542千羽と２年連続で

増加。 

比内地鶏の生産状況の推移 

１ 生産基盤の強化・拡大 
 ・安定的な生産拡大と品質の高位平準化を図るため、比内

地鶏に主業・専業で取り組もうとする経営体の規模拡大
を重点的に支援し、30年度は２万羽クラスの大規模経営
体２地区で整備。 

秋田県比内地鶏ブランド認証制度の認証件数 

《特徴的な動き》 

２２ 

３ ストロングポイントの訴求 
 ・県内のプロサッカーチームと連携し、 
  比内地鶏の特長※をＰＲ。 
  ※うま味成分や疲労回復に効果があると 
   報告されている成分の含有量が多い 比内地鶏のストロング 

ポイント・ロゴマーク 

首都圏での料理教室の開催 

区分 
素雛 
生産 

地鶏 
生産 

食鳥 
処理 

食肉 
処理 

加工・ 
食品製造 

仕入・ 

販売 
合
計 

件数 10 101 12 21 20 7 171 



整備 
完了 

Ｈ30 
整備 

Ｈ31 
整備 

H32 
以降 

計 

肉用牛 17 2 2 4 25 

酪農 6 - 2 1 9 

養豚 10 - - 3 13 

採卵鶏 3 - - - 3 

計 36 2 4 8 50 

＜肉用牛：概ね繁殖100頭、肥育牛概ね500頭以上＞ 
No. 経営体名 

個別経営体（由利本荘市大内） 

個別経営体（大仙市仙北） 

（農）藤村農場（仙北市田沢湖） 

個別経営体（大仙市中仙） 

（農）夏美沢高原ﾌｧｰﾑ（横手市大森） 

個別経営体（羽後町） 

（農）ビクトリーファーム（大仙市協和） 

（株）たかはし畜産（由利本荘市東由利） 

（株）茂木農場（大仙市協和） 

個別経営体（由利本荘市矢島） 

（株）秋田仙北夢牧場（仙北市角館） 

（株）寿牧場（秋田市河辺） 

（有）マルケンファーム（横手市雄物川） 

鹿角市かづの牛生産施設（鹿角市） 

個別経営体（能代市） 

個別経営体（横手市） 

（株）赤べこ仙人ﾌｧｰﾑ（東成瀬村） 

個別経営体（羽後町） 

（農）斉藤牧場（美郷町千畑） 

No. 経営体名 

（株）インターファーム（鹿角市） 

（有）ポークランド（小坂町） 

（有）十和田高原ファーム（小坂町） 

（有）ファームランド（小坂町） 

（有）ポークランド第２農場（小坂町） 

（株）ユキザワ（大館市） 

（有）森吉牧場（北秋田市森吉） 

（株）ﾅｶｼｮｸ八竜繁殖GPｾﾝﾀｰ（三種町八竜） 

全農畜産ｻｰﾋﾞｽ由利本荘ＳＰＦ豚ｾﾝﾀｰ 
（由利本荘市大内） 

全農畜産ｻｰﾋﾞｽ秋田大仙ＳＰＦ豚ｾﾝﾀｰ 
（大仙市南外） 

＜養豚：母豚概ね1,000頭以上＞ 

No. 経営体名 

① 個別経営体（北秋田市森吉） 

② （農）細越牧場（三種町山本） 

③ 個別経営体（美郷町千畑） 

④ （農）べごっこ農場（美郷町千畑） 

⑤ （株）菅与ﾃﾞｱﾘｰﾌｧｰﾑ（羽後町） 

⑥ 個別経営体（羽後町） 

＜酪農：経産牛概ね100頭以上＞ 
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６ 
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13 

14 15 

16 

17 

10 

No. 経営体名 

（有）大館ﾌｧｰﾑ（大館市） 

（有）藤原養鶏場（仙北市角館） 

（株）中条たまご秋田農場（秋田市河辺） 

＜採卵鶏：採卵鶏概ね30万羽以上＞ 

18 

■これまでの実績と今後の見込み 
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① ② 

③ 

④ 

⑤ 

4 

⑥ 

繁殖 

肥育 

一貫 

H30整備地区 ２３ 

大規模畜産団地の整備地区一覧 

○ 肉用牛団地、酪農団地、養豚団地を計38団地整備。今後50団地を目指して整備を推進。 



２４ 

比内地鶏 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆秋田県を代表する特産品 
 秋田県を代表する全国ブランドの特産
品であり、秋田の食文化の維持や食産業
の振興の観点からも、重要な品目。 
 
◆比内地鶏の特徴（特長） 
 うま味成分の一つであるイノシン酸や
食味を向上させるアラキドン酸、疲労回
復効果が報告されているカルノシンやア
ンセリンが、他の地鶏より多く含有。 
 
◆香港への輸出 
 平成28年から香港への輸出体制を構築。
国内の輸出事業者からの問い合わせが増
えており、香港への販路開拓を推進。 

黒毛和種 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆黒毛和種の特徴 
 国内で生産される和牛の大部分を占め、
高級な霜降り肉が特徴。 
 秋田県内全域で、約17,000頭が飼養。 
 
◆県有種雄牛「義平福」号 
 長崎全共において全国第２位の優れた
成績を収め、後継種雄牛の造成や県内雌
牛群の改良に活用。 
  
◆秋田牛 
 平成26年10月に、オール秋田の新ブラ
ンド「秋田牛」がデビュー。県内や首都
圏でのPRを実施。 

日本短角種 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆日本短角種の特徴 
 放牧主体で育てられ、低カロリー・高
タンパクな赤身肉が特徴。 
 秋田県内では、鹿角地域に約340頭、雄
勝地域で約660頭が飼養。 
 
◆かづの牛 
 鹿角地域で生産される日本短角種は、
「かづの牛」のブランド名で販売。 
 
◆赤べこ仙人ファーム 
 大手レストランチェーンと連携して、
首都圏や海外への販路拡大を推進。 
 
  
  

秋田の畜産物① 



乳製品 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆明通りチーズ工房 
 廃校となった羽後町明通小学校の教室
を利用し、雄勝酪農協の酪農家のお母さ
ん達がチーズを製造。 
 
◆花立牧場工房ミルジー 
 由利本荘市鳥海高原で、ジャージー牛
の特徴を生かした風味豊かな牛乳やヨーグ
ルト、アイスクリームを製造。 

 
◆土田牧場 
 由利本荘市にかほ高原で、ジャージー
牛を飼養し、生産・加工・販売まで行っ
ている観光牧場。ウィンナー、ハムと
いった食肉加工品も人気。 

養豚（桃豚） 

 
 
 
 
 
 
 
◆ポークランドグループ 
 平成７年度に設立し、28年度には肥育
豚の年間出荷頭数が約15万頭となった県
内最大の養豚企業。 
 抗生物質や薬剤をほとんど使わずに育
てており、独自ブランド「桃豚」として
販売。 
 29年3月17日に開始した県産豚肉初の香
港向け輸出や、飼料用米を30％与えたプ
レミアムブランド「米っこ桃豚」など、
耕畜連携等による様々な取組が、先進的
かつ模範的であると評価され、31年3月15
日に「第２回飼料用米活用畜産物ブラン
ド日本一コンテスト」において最高位の
農林水産大臣賞を受賞。 
 
◆桃豚の特徴 
 肉質がきめ細かく、加熱しても柔らか
く、冷めても堅くなりにくいのが特徴。  

２５ 

めん羊（白神ラム） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆白神ラム 
 藤里町では、世界遺産「白神山地」の
ネームバリューを活かし、ラム（生後１
年未満のめん羊肉）の特産化に向けた取
組を開始。 
 白神山地のふもとの豊かな自然環境で
飼養され、首都圏へ高級食材として出荷
を目指す。 
 現在、町をあげて生産基盤の強化に取
り組んでおり、平成31年度には年間100頭
の出荷を見込む。 
  

秋田の畜産物② 



○ 本県で農産加工や直売等の６次産業化に取り組む事業体数（農業経営体及び農協等） 
 は、1,200事業体で、その販売額は約160億円。（平成28年度６次産業化総合調査） 
○ 事業体数は東北の中でも他県と大きな差はないものの、総じて事業体の規模が小さ 
 く、全体としての販売額が低い状況にある。 

２６ 
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農産物加工の東北各県の比較 
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農産物直売の東北各県の比較 

事業体数 販売額 

農林水産業の６次産業化 

＜ ６次産業化 ＞ 

◇農山漁村の活性化のため、地域の１次産業とこれに関連する２次、３次産業（加工・販売等）の 
 融合等により、地域資源を有効活用した新しい産業やサービスを生み出していくこと。 



○ 県産青果物の７割は関東へ出荷。 
○ 秋田市公設地方卸売市場における県内産の比率は２割で、生産量が増加する７月 
 から９月には４割程度に上昇。 
○ 生活スタイルの変化や簡便化志向に伴い、野菜は加工・業務用の割合が増加。 

２７ 

県産青果物のエリア別出荷比率 
（Ｈ２９） 

秋田市公設地方卸売市場における 
青果物入荷額の月別県内比率（Ｈ２９） 

野菜の消費動向（全国） 

資料：ＪＡ全農あきた 資料：秋田市公設地方卸売市場 

百万円 

資料：農林水産政策研究所 
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県産農産物の流通と消費動向 



○ 全国の農林水産物・食品の輸出額は、５年連続で増加し、平成30年は9,068億円 
○ 本県農産物の品目別輸出額は、米が約98%、りんごや桃などの果樹が約１%。 
○ 主な輸出先は、米がシンガポール、香港、中国等、果樹が香港等。 
○ 米は、H27以降、直接支払交付金の見直しにより飼料用米が増加した影響で減少 
 していたが、H30は実需と連携した取組が増え、輸出数量が増加。 

２８ 

資料：販売戦略室調べ 資料：農林水産物輸出入概況（農林水産省） 

全国の農林水産物・食品の輸出額の推移 

※県産農産物の輸出数量は、県外卸業者等により輸出されている  
 ものがあるため、正確な数値は把握できていない。 

秋田県の主要農産物の輸出数量 
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制度資金の融資動向 

○ 投資意欲の増大により、農業近代化資金など制度資金の需要は増加、特に平成 
 29､30年度のスーパーＬ資金融資額は大幅に上昇。 
○ 平成26年度の県単資金の増加は、米概算金下落に対応した稲作経営安定緊急対策 
 資金の貸付が主な要因。 

〈主要農業関係制度資金の融資動向〉 

２９ 

単位：百万円

年　　度 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

スーパーL資金 2,204 3,173 2,881 3,333 3,985 4,139 8,118 7,718

農業近代化資金 1,388 1,126 2,010 1,379 1,334 1,532 2,073 2,182

スーパーＳ資金 603 491 542 699 747 522 594 615

負担軽減資金 232 210 99 75 36 0 46 0

フォローアップ資金 219 291 203 229 168 149

県単資金（災害等） 216 230 80 3,395 0 0 296 0

(単位：百万円) 



○ 平成29年度農業共済金の支払実績は、制度共済（国の財政負担あり）では、前年 
 度の２倍を上回る８億９千万円。 
○ 水稲の支払額は、７月の集中豪雨により河川が氾濫し、冠浸水や土砂流入等の 
 甚大な被害が発生したこと等により、前年度を大幅に上回る３億５千７百万円。  
○ 大豆の支払額も、７月の集中豪雨等により、前年度を大きく上回る 
 １億３千９百万円｡ 
○ 園芸施設の支払額は、年間を通して風害が発生したほか、４月の暴風、５月の 
 降ひょう、７月の豪雨、冬期間の降雪等の被害により、１億２千６百万円。  

３０ 
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畑　17,600ha水田　　 　　　　  129,000ha

要整備面積　　　　 105,700ha

整備済み面積　　　　89,356ha
　　　　　　（ 要整備面積の84.5% ）
　　　　　　（ 水 田 面 積の69.2% ）

○ 本県の農地は９割が水田であり、水稲を中心とした土地利用型農業が展開。 

○ 担い手への農地集積や複合型生産構造への転換を図る上では、生産性を飛躍的に 
 向上させるほ場整備事業が重要な役割。 

ほ場整備状況（Ｈ３０） 

（ ha ） 

県内の集落型農業法人数（Ｈ３０） 10a当たりの労働時間 

地下かんがいシステムによる収量増大 

えだまめ ねぎ 

１．８倍 １．２倍 

管内別整備状況（Ｈ３０） 

６３％短縮 

Ｈ１９農地整備課調査 

Ｈ２２年度試験ほ場の結果より ３１ 

農  地 



農業水利施設 

○  県営造成農業水利施設の約33％が標準耐用年数を超過しており、今後も増加し
ていく見込み。日常の点検とともに、計画的な補修・整備による施設機能の保全
が必要。 

○  ため池について、平成30年７月豪雨を受けて、国が防災重点ため池の基準を見直し
たことにより、現在の343箇所から約1,200箇所に増加となる見込み。ハード対策の計画

的な実施に加え、ソフト対策の充実が必要。 

３２ 
施設の長寿命化 豪雨によるため池決壊 ため池の改修 

ため池の一斉点検（H25～26）結果※ 

①：下流に人家、学校、病院等がある大規模なため池等 
②：洪水流下能力や耐震性能等に関する詳細調査の優先度が高いため池 

県営造成施設の標準耐用年数超過状況（Ｈ３０） 

ため池ハザードマップを活用 
した防災訓練の実施 

※現在、平成30年７月豪雨を
受け設定された新たな基準に
基づき、防災重点ため池を再 
度選定中であり、約1,200箇
所となる見込み。 



農業の有する多面的機能の発揮 ① 

○ 農村の高齢化や人口減少が進行し、地域の共同作業により支えられてきた多面的機能 
 （国土保全、水源涵養、景観形成等）の発揮に支障。 
○ 平成19年度から農地・水・環境保全向上対策として実施。地域共同で行う多面的機能を  
 支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援。 
○ 平成26年に日本型直接支払制度に基づく交付金となり、平成27年4月より、「農業の有す 
 る多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき制度が恒久化。   

（１）多面的機能支払交付金（日本型直接支払制度） 

 ～ 具体的な取組内容 ～ 

 ○農地等法面の草刈り、水路の泥上げ、農道 
 の補修及び適切な管理のための活動 
 ○水質や生態系の保全、水路等の直営施工、 
 植栽による景観形成、農村文化の継承 
 ○水路、農道の更新や改修のための活動  

 ～ 効果 ～ 
○担い手に農地が集中する中、水路や農道等 
 を地域住民の共同活動で維持。 
○農村の景観や環境が良好に保全。 
○話し合いや親睦行事への参加者が増加、地 
 域のまとまりが良くなっている。 

◇ H30取組面積の県耕地面積（148,200ha）に占める割合 約66％  
 
◇ 構成員数（個人）は約8.5万人（平成31年３月調べ） 
 
◇ 交付単価 田 3,000～9,200円/10ａ等 
 
◇ 国と県と市町村の負担割合は 国1/2、県1/4、市町村1/4 

共同活動の実施状況 

３３ 

Ｈ２９実績 H３０実績(見込) Ｈ３１計画

組織数 1,102 1,060 1,070

協定面積（ｈａ） 97,059 97,510 99,000

交付額（百万円） 4,491 4,541 4,692



○ 中山間地域等における平場との農業生産条件の不利を補うため、農用地面積に応 
 じ、農業者に交付金を交付。（※ 交付金の１／２以上を農業者個人に支払う制度） 

○ 平成12年度から実施。平成26年度に日本型直接支払制度に組み込まれ、平成27年 
 ４月より「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき制度が恒久化。  
○ 協定期間は１期５か年で、平成27年度から第４期対策に取り組んでいる。 

       

（２）中山間地域等直接支払交付金（日本型直接支払制度） 
 

～ 具体的な取組内容～ 
○遊休農地の発生防止活動 
○農地等法面の草刈り、水路の泥上げ、 
 農道の補修及び管理のための推進活動 
○機械・農作業の共同化、農地の受委託の  
 促進 
○国土や生態系等の保全活動 

～ 効果～ 
○耕作放棄地や不法投棄が減少し、農村景観や 
 環境が良好に保全 
○高齢化等で困難になってきている水路、農道 
 等の維持管理を共同で実施。 
○話し合いや集まりが増え、地域のまとまりが 
 維持。 

実施状況 ◇ H30協定面積の県耕地面積（148,200ha）に占める割合  約７％ 
 
◇ 交付単価 田 8,000～21,000円/10ａ等    
 
◇ 国と県と市町村の負担割合は 国1/2、県1/4、市町村1/4 
 
◇ ４法指定地域（特定農山村、山村振興、過疎、半島振興）で、 
  主傾斜 田１／１００以上 等 

３４ 

Ｈ２９実績 H３０実績 Ｈ３１計画

協定数 547 547 547

協定面積（ha） 10,350 10,429 10,500

交付額（百万円） 1,102 1,108 1,123

農業の有する多面的機能の発揮 ② 
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○ 海面漁獲量は約5,986トン（H29：全国約326万トン、本県37位）。 

○ 水揚げされる魚介類は150種を超え、ブリ類とカニ類で全漁獲量の28.1％。 

○ ハタハタの漁獲量（H29）は、約527トンで全国５位。 

 （ １位：兵庫県2,107トン、２位：鳥取県1,682トン、３位：青森県604トン、４位：石川県538トン） 

 漁業生産の安定化を図るため、「つくり育てる漁業」を推進しており、マダイ、ヒラメ、 トラフグ、アワビ等
の人工種苗の放流（栽培漁業）、小型魚の保護や漁獲可能量の設定（ハタハタ）などの資源管理を実施。 

海面漁獲量の魚種別構成割合 海面漁獲量と漁獲金額の推移 

３５ 

ハタハタ漁獲量の推移 

トン 

漁
獲
金
額

 

禁漁期間 
H4.9～H7.9 

       

漁業生産とつくり育てる漁業 



○ 経営体数は、昭和53年代前半までは増加傾向、以降は減少傾向が続き、平成25年は 

  758経営体（H25漁業センサス）と、昭和53年の約４割。 

○ 漁業者の高年齢化は年々進行しており、平成25年の就業者のうち、60歳以上の漁業者 

 が占める割合は、約７割まで増加。 

○ 平成25年の個人経営体のうち、後継者がいるのは約１割で、新規就農者の確保が急務。 

 

 

経営体数の推移 就業者数の推移 

 漁業の担い手の確保育成を図るため、漁業スクールを設置し、漁業の魅力や就業・研修情報を発信する 

とともに、就業希望者に対する技術研修（約２週間程度の体験研修や最長２年間の実践的研修等）を実施 

するほか、技術習得を終えた、自立を志向する者に対して経営安定に向けた支援を実施。 

３６ 

漁業就業者・担い手 
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県内の 

漁港 ○本県海岸線総延長は264ｋｍであり、男鹿半島と県  

  北部及び県南部の一部が岩礁海岸で、これを除く  

  大部分は平坦な砂浜海岸を形成。 

３７ 

八峰町 
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○ ● 秋田県漁協 

秋田市 

道川① 

松ヶ崎① 

本荘港（地方） ○ ⓵本荘 

由利本荘市 西目① 

にかほ市 

平沢⓶ 

金浦⓶ 

象潟⓶ 

小砂川① 

県北部  
  漁港漁場漁村圏 

県央部  

 漁港漁場漁村圏 

県南部  

 漁港漁場漁村圏 

指 定 漁 港 

種別 管理者 港数 

 第4種漁港 ⓸ 県    1  

 第3種漁港 ⓷ 県    1 

 第2種漁港 ⓶ 県    6 

 第1種漁港 ⓵ 県    2 

 第1種漁港 ① 市町村    12 

計      22 

○つくり育てる漁業に対応し、県内において魚礁や 

  増殖場等の整備を推進。 

○漁港漁場整備長期計画に基づき、県内22漁港（県 

  管理10港、市管理12港）のうち、14漁港（県９港、市 

  ５港）で、漁港施設の改良及び更新整備を推進。 

漁港・漁場の整備 
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■ 人工林の樹種別面積（H29） ■ 民有林スギ人工林年齢別面積（H29） 

人工林 

410千ha 
(50%) 

天然林 

405千ha 
(50%) 

森林面積 人工林樹種別面積 

スギ 
367千ha 

(89%) 

その他 
44千ha(11%) 民有林20千ha 

国有林24千ha 

国有林
129千ha 

民有林 

238千ha 

森 林 の 現 状 

○ 県内森林の５割が植栽等により造成された人工林で、その９割がスギ。 
○ 民有林スギ人工林のうち、本格的に伐採利用できる森林は、現在約４割で、10年後
には約７割まで増加。 

出典：森林資源の現況（H24/3/31時点） 林野庁 

    平成25年度版秋田県林業統計 

約４割(９７千ｈａ) 

３８ 



○ 素材生産量は、平成14年から増加に転じ、平成29年は148万m3。 
○ 林業雇用労働者数（人頭数）は減少傾向にあるものの、雇用期間の長期化が進んでおり、

新規就業者は130～140人程度を維持。 

① 林業雇用労働者数の推移 

林 業 の 現 状 

■ 素材生産量の推移  

② 就業日数別林業雇用労働者数 

３９ 

平成15年度 平成29年度 

（人） 

210日～ 
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プロセッサ ハーベスタ フォワーダ 
○ 県内の林内路網の現状  

■ 林内路網の種類 
■ 高性能林業機械の導入状況 

幅員２．５ｍ 

幅員４．０ｍ 
幅員３．５ｍ 

○ 原木生産や森林整備を効率的に実施するため、林道、林業専用道、森林作業道を組み 
 合わせた林内路網を整備。 
○ 生産性向上のため、森林組合や林業事業体が高性能林業機械を多数導入。 

林内路網と林業機械 

枝払い、玉切り、集積
する造材機 

伐倒、枝払い、玉切り、
集積する伐倒造材機 

玉切りした材を運搬す
る車輌 

４０ 

真木ノ沢団地 

   
      利用区域面積 ：１８４ｈａ 
      うちスギ人工林：１４０ｈａ（７５％） 
 
 団地路網延長 ：６,６１５ｍ     １１,０４０ｍ 
 路 網 密 度：３６ｍ／ｈａ    ６０ｍ／ｈａ 
      

高能率生産団地の路網整備事例 

真木ノ沢団地(北秋田市阿仁前田、阿仁吉田) 

凡 例 

  スギ人工林 

その他 

林道・公道 

林業専用道 

森林作業道 
（予定線） 

 参考：全国平均の林内路網密度：21.0ｍ/ha  

(台) 

(年) 

(台) 

  
平成２９年度末時点 

延  長 密  度 

  林道・林業専用道 ３，０３１ｋｍ ６．９ｍ/ha 

  森林作業道等 ７，４８６ｋｍ １７．０ｍ/ha 

計 １０，５１７ｋｍ     ２３．９ｍ/ha 

93 87 91 96 108 117 
138 144 

165 

202 

242 
267 

333 
360 

413 

0

10

20

30

40

50

60

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

その他 

タワーヤーダ等 

フォワーダ 

ハーベスタ 

プロセッサ 

導入台数(右軸) 



883  

650  

501  

710  

888  

677  

796  770  
723  685  

735  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

300

600

900

1,200

1,500

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

(千m3) 

（年） 

国産材 

外材 

国産材率 

ごうはん 

合 板 
しゅうせいざい 

集 成 材 

グレーディングマシン 

○ 製材品出荷量は、製材工場の規模拡大や人工乾燥機等の機械施設の整備が進み、 
 平成21年以降増加傾向。 
○ 合板用素材は、外材から国産材への転換が進み、９割が国産材。 

木 材 産 業 の 現 状 

せいざいひん 

製 材 品 

1月現在未発表 

素材生産量：5月 

乾燥材生産量：7月 

４１ 

■ 製材品出荷量の推移 

■ 木材製品 

■ 合板用素材の国産材率 
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住宅着工戸数 

木造率 

■ 県内の木質バイオマス利用施設等 ■ 公共建築物等の事例 

チップボイラー 木質バイオマス発電（燃料用チップ） 

住宅着工戸数の推移 

（平成30年度末現在） 

○ 公共建築物等の木造化・木質化等により、県産材の利用を促進。 
○ 小径材や曲がり材などの未利用資源の有効活用に向け、木質バイオマスボイラー等の

導入や燃料用チップ製造施設の整備を支援。 

1月現在未発表 

木質バイオマスエネルギー利用 

平成26年度分は平成27年4月1日確定。 

秋田基準寝具（株） ユナイテッドリニューアブルエナジー(株) 

JR秋田駅 

秋田空港 
ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ 

４２ 

区  分 施設数 

木質バイオマス発電（FIT認定） 

火力発電所での混焼利用 1 

6 

区  分 台数 

木くず焚きボイラー（チップ含む） 59 

ペレットボイラー 29 

ペレットストーブ 587 

木質バイオマス発電 

能代森林資源利用（協） 

ⓒSATOSHI ASAKAWA 

ⓒSATOSHI ASAKAWA 

JR秋田駅西口 
ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ 

道の駅ふたつい 

木 材 活 用 の 取 組 



 

  山地災害から県民生活を守るため、また水源かん養 

 などの保安林機能の維持強化や回復を図るため、治山 

 事業を実施。 

  
  

    

県民との協働による森づくり 

４３ 

 
  松くい虫被害は、県内全市町村で 
 確認され、被害量は平成14年の 
 約３万９千㎥をピークに減少。被害 
 対策として、伐倒駆除や薬剤散布等 
 を実施。 
  ナラ枯れ被害は、平成18年ににかほ市 
 で確認され、県内18市町村で被害が発生。 
 被害量は平成28年の約1万4千㎥をピーク 
 に減少傾向。防除対策として伐倒駆除や 
 樹幹注入を実施。 
 

 
 

山地災害等の復旧及び未然防止 森林病害虫被害対策 

 

  森林の有する水源かん養機能の維持増進を図ることを  

 目的に、「秋田県水源森林地域の保全に関する条例」を 

 平成26年4月1日に施行。 

 

 ・水源森林地域の指定 

 

 ・対象森林の売買について、 

  事前届出制の実施 

 

 ・適切な森林保全に関する助言 

秋田県水源森林地域の保全に関する条例の施行 

 

  平成20年度に「秋田県水と緑の森づくり税」を創設
し、「森林環境や公益性を重視した森づくり」や「県民参
加 

 の森づくり」を実施。 
 〈マツ林・ナラ林等景観向上事業〉 

実施後 実施前 

〈県民参加の森づくり事業〉 

山腹工事 治山ダム・流路工事 ナラ枯れ被害 

市町村主催の植樹祭 

森林の保全対策 



試 験 研 究 機 関 
（農業試験場、果樹試験場、畜産試験場、水産振興センター、林業研究研修センター） 

主な研究成果 

■ 水産振興センター 

■ 果樹試験場 

   天王分場班 

■ 林業研究研修センター 

■ 農業試験場 

■ 水産振興センター   

           内水面試験池 

■ 畜産試験場 

■ 果樹試験場 

４４ 

Ｉ 新しい生産技術 
 ・高密度播種と無加温出芽を組み合わせた水稲育苗技術 
 ・新たな作型を組み合わせたネギ栽培のマニュアル化 
 ・果樹の雪害を省力的に回避できる技術 
 ・ナラ枯れの被害先端地における潜在感染木の防除方法  
  等 
 

Ⅱ 新しい品種等 
 ・酒造好適米「一穂積（いちほづみ）、百田（ひゃくでん）」 
 ・いぶりがっこに適するダイコン「秋田いぶりおばこ」 
 ・みつ入りで貯蔵性に優れるリンゴ「秋田19号」 
     

Ⅲ 種苗等の生産供給 
 ・県で開発した稲、野菜、果樹、花き品種の原種等生産 
 ・義平福等の牛凍結精液供給、比内地鶏の種鶏供給 
 ・アユ、トラフグ等優良稚魚の生産、放流  等 
 

Ⅳ 大学等との連携による技術実用化の推進 
 ・果実の収穫適期の定量的判定手法の開発 
 ・ユーグレナとクロレラを給仕した比内地鶏「み鶏」 
  等  

■ 果樹試験場 
  かづの果樹センター 


